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序     文 
 

日本国政府は、中華人民共和国（以下、「中国」と記す）政府からの技術協力要請に基づき、2009

年５月より、同国において「耐震建築人材育成支援プロジェクト」を開始しました。 

日中双方はこれまでの技術協力の実施状況と今後の実施計画の確認を行うことを目的として、

日本側、独立行政法人国際協力機構（JICA）経済基盤開発部 都市・地域開発第一課 課長 林 宏

之および中国側、中国建設設計研究院 院長 修 龍を代表とする合同調査団を結成し、2010年12月

６日から12月17日までの期間で、中間レビュー調査を実施しました。 

合同調査団は、本プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を確認し、課題・問題点を

整理したうえで、JICA事業評価ガイドラインに基づき、５項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、自立発展性）の観点から評価するとともに、今後の活動の方向性について関係者と協議

し、提言を行いました。また、これら調査・評価結果について、協議議事録に取りまとめ、署名

交換を行いました。 

本報告書がプロジェクトの今後の推進に役立つとともに、本技術協力が両国の友好・親善の一

層の発展に寄与することを期待します。 

最後に、本調査にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成23年１月 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部長 小西 淳史 
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写     真 
   

署名式  建設部への表敬 

   

中間レビュー：標準院との協議。これま

での成果および今後の活動方針について

方向性がまとめられた。 

 講師人材の育成をめざすコア研修では、本

邦研修員や短期専門家も講師となり、269

名を育成した（プロジェクト提供）。 

   

一般研修を通じて3,287名と広範な技術者

に日本の耐震技術が普及された。コア研

修・本邦研修修了生も講師を務めた（プ

ロジェクト提供）。 

 短期専門家とC/Pとの協議。今後は短期専

門家派遣により、教材編纂、規範改訂への

取り組みを進めることが合意された（プロ

ジェクト提供）。 
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第１章 評価調査の概要 
 
１－１ 背 景 

2008年５月12日、中国四川省で発生した大地震は死者・行方不明者８万7,000人以上、倒壊家屋

652万戸にものぼる被害を生み、犠牲者の多くがその家屋の下敷きとなった。同年６月に実施され

た日中首脳会談において、両国は日本の阪神・淡路大震災の経験を踏まえた「①健康・福祉、②

社会・文化、③産業・雇用、④防災、⑤まちづくり）」の分野で、具体的な協力を推進していくこ

とを確認した。 

上記協力の枠組み、および今後の大地震に備え耐震建築物をめざす中国側の要請に基づいて、

JICAは2009年４月に詳細計画策定調査団を派遣し、①中国においては耐震建築の国家基準がすで

に策定されているものの、その国家基準が適切に、実際の設計に十分反映されていないこと、②

構造技術者が不足していること、③適切な設計を適切な施工につなげるための建築規制制度に課

題を抱えており、建築行政官を含めた耐震建築の人材育成に対する協力の必要性が高いことを中

国側と確認した。 

「耐震建築人材育成プロジェクト」は上記の合意に基づいて、中国の構造技術者およびその組

織である中国建築標準設計研究院をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関に、構造技術者お

よび関連の行政官が耐震技術に関してさらに理解を深めることを目的として、2009年５月から

2012年５月までの３年間の予定で実施されている。 

具体的なプロジェクト活動としては、建築物を手がける地方の設計者、施工者、監督・管理者

等の構造技術者を中心として、さらに建築に関わる行政官、そしてこれら実務者を育成するイン

ストラクターの耐震実務にかかる能力強化、定期講習支援および制度の改善や提案を支援するた

めに、本邦研修を実施してきている。なお、研修を展開するにあたっては、中国国内で建築物の

設計、施工および監理監督に関わる膨大な数の実務者の能力向上を継続的に育成、普及する必要

があるため、本邦研修参加者が国内の主要技術者を育て、国内の主要技術者がさらに国内の一般

技術者を育てる「カスケーディング方式」を採用してきた。現在、３名の（長期）専門家（チー

フアドバイザー、耐震建築、業務調整）が現地で活動中であり、本邦研修員受入れ、短期専門家

派遣も行っている。 

 

１－２ 調査の目的 

2010年12月時点で、本プロジェクトを開始して１年半が経過したため、次の３点を目的として

中間レビューを実施した。 

 

（１）2009年５月12日に締結した討議議事録（Record of Discussions：R/D）で合意した本プロジェ

クトの目標達成度や成果等をプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：

PDM）オリジナルに添って、確認・分析する。 

 

（２）残り期間の課題を確認したうえで当初の計画を見直し、活動計画策定および運営体制の改

善を行う。 

 

（３）上記（１）（２）について、日本側および中国側で協議議事録を作成し、合意する。 
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１－３ 調査方針 

プロジェクトの見直しに際し、プロジェクトとしての一貫性やこれまでの投入成果を担保する

ために、次の２点を見直しの方針とした。 

①本プロジェクトが「耐震技術普及のための体制作り」を目的とすることを再確認する。 

②C/Pは変更・追加しない。 

 

１－４ アウトプット 

・合意議事録（修正版PDM、POを含む） 

 

１－５ 協議機関 

・中国住宅都市農村建設部（以下、「建設部」と記す） 

・中国建築設計研究院（以下、「設計院」と記す） 

・中国建築標準設計研究院（以下、「標準院」と記す） 

 

１－６ 調査団員 

担 当 氏 名 所 属 

団長 林  宏之 JICA経済基盤開発部都市・地域開発第一課 

計画管理 小島 海 JICA経済基盤開発部都市・地域開発第一課 

建築管理 今村 敬 国土交通省住宅局建築指導課 

建築行政 長谷川 知弘 財団法人日本建築センター 

耐震設計 斉藤 大樹 独立行政法人建築研究所国際地震工学センター 

評価分析 芹澤 明美 グローバルリンクマネジメント株式会社 

 

１－７ 調査日程 

 2010年12月６日（月）～17日（金） 

 

１－８ 協議結果 

 １－８－１ プロジェクト実績のレビュー概要 

プロジェクト活動はおおむね計画通りに行われており、「本邦研修」「中国国内研修（インス

トラクター向け）」（以下、「コア研修」と記す）、「中国国内研修（技術者向け）」（以下、「一般

研修」と記す）とも、実施回数や受講者の人数に関して双方で合意した研修員数の目標を達成

するペースで順調に進捗している。日本の耐震技術への関心の高さを背景に、受講者の反応も

良好であり、知識や意識の向上が認められる。しかし、研修受講者の中で講師を務めた者の数

は限られており、現時点では詳細計画策定調査時に想定したようにはカスケーディング方式が

機能していない。 

 

 １－８－２ 中間レビュー調査を踏まえた今後の協力方針 

（１）プロジェクトの目的の再確認 

本プロジェクトは「耐震技術普及のための体制作り」を目的とすることを再確認した。 
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（２）日本側投入の重点分野の確認 

これまでの協力において耐震技術にかかる知識・意識の向上が個人レベルでは進展して

きた。今後日本側による協力の中心は、「耐震技術普及のための体制作り」支援の一環であ

る①講師育成支援、②教材の作成、③関連規程の改訂にかかる提案とする。 

 

（３）講師育成の方針について 

講師を育成するための手段としてのカスケーディング方式が一定の成果を上げつつも、

現時点では当初の計画通りには機能していない。プロジェクト後半において日本側はワー

クショップ等を実施し、講師の能力強化を支援することとした。 

 

（４）「確実な施工」にかかる追加投入について 

プロジェクト目標を達成するためには施工の品質向上に向けた活動が必要であることが

明らかになった。中国側からの要望が出されたため、日本側は今後プロジェクト活動の一

環として、日本国内関係機関の協力が得られ次第、「確実な施工」をテーマとした本邦研修

および短期専門家の派遣を行う。 

 

（５）日本側による国内研修に対する協力について 

当初目標の国内研修4,700名の達成後も中国全土への普及を目的とする。実施経費につい

ては、原則としてこれまでと同様に日本側がその一部を負担する。 

 

（６）プロジェクト期間の延長について 

（２）～（５）を踏まえ、プロジェクト期間としてさらに12カ月の延長が必要である。 

 

（７）持続性を担保する仕組みについて 

プロジェクト成果の持続性を担保する仕組みを検討する必要性がある。 

 



 

－4－ 

 １－８－３ 今後の協力枠組み 

（１）今後のアウトプット 

PDM改訂前 PDM改訂後 

1.本プロジェクトによる耐震建築人材育成方針

が中国側により確定される。 

1.本プロジェクトによる耐震建築人材育成

方針が中国側により確定される。 

2.国内研修の幹部講師（コアインストラクター）

が本邦研修で育成される。 

4.インストラクターがコアインストラクターに

よる研修で育成される。 

2.講師人材に対する能力向上支援によって、

耐震技術普及のための人材が育成される。

 

3.国内の講師（インストラクター）向け研修カ

リキュラム・シラバス・教材が整備される。 

5.中国国内技術者向け研修カリキュラム・シラ

バス・教材が整備される。 

3.研修の知識・経験が教材としてまとめら

れ、耐震技術普及のための材料が作成され

る。 

 

4.インストラクターがコアインストラクターに

よる研修で育成される。 

6.中国国内技術者向けの研修が実施される。 

4.中国国内技術者・行政官向けの耐震技術・

行政にかかる研修が実施される。 

 

7.必要な耐震関連基準改訂が本プロジェクト実

施機関により提案される。 

5.必要な耐震関連基準改訂が本プロジェク

ト実施機関により提案される。 

 

（２）今後の投入計画 

日中両国は、当初計画より変更する活動について以下のとおり合意し、一覧表として付

属資料２．協議議事録の添付資料７を作成した。主なポイントは次のとおり。 

１）本邦研修 

・耐震設計・診断・補強コース 

中国側は、日本の耐震技術への関心が高いこと、40名の修了生の知識や意欲の向上

が認められること、より多くの地域で同様のハイレベルの技術者を育成する必要があ

ることから、２回（20名×２回）の追加実施を要請した。日本側は、１回の実施を前

提に、受入機関との調整を行うことを回答した。 

・健全な建築管理のための日本の建築基準・制度コース 

中国側は、85名の修了生の知識や意欲の向上が認められること、より広い地域で耐

震関連の行政官の能力向上が必要であることから、２回（30名×２回）の追加実施を

要望した。日本側は１回（30名）の実施に合意し、時期は2011年６月頃を提案した。 

・耐震防災計画および歴史的建築物保護保全コース 

中国側は、中国国内でこれらの分野の重要性が増しつつあることから、それぞれ１

回ずつ（各15名）の追加実施を希望したものの、日本側はプロジェクトの重点分野で

はないことから、ほかの分野への投入、予算制約をかんがみるとこれらの分野の本邦

研修は実施が難しい旨を説明した。一方、これに対し中国側は再度防災計画について

本邦研修の実施を希望したものの、日本側は検討のうえ改めて実施を見送らざるを得

ないことを説明し、中国側はこれを了解した。 

・国際地震工学研修 

日本側は受入体制の問題から、当初予定していた国際地震工学センターの実施する
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国際地震工学研修への受入れはプロジェクト期間を通じて困難な旨を説明し、中国側

はこれを了解した。 

・短期の本邦研修 

日本側は「国際地震工学研修」の代替案として、中国側が適切な研修員を推薦し、

同人が希望する研究分野、それに合致する受入先からの内諾が得られた場合、学位は

取得できないが12カ月以内の本邦研修実施が可能な旨を提案した。 

・「確実な施工」コース 

日中両国は「確実な施工」分野に関して、施工管理監督業務に従事する人材を中心

とした本邦研修を追加で実施することとした。 

人数としては、中国側が10回の本邦研修を要望したことに対し、日本側は予算、お

よびプロジェクト実施期間を踏まえたうえで、15名×２回程度の実施を前提に、日本

側の受入機関と２週間程度の期間を想定して調整を行うこととした。これに対して中

国側は 低限、省、直轄市、国管理下の大企業から１名ずつ60名程度の実施を希望し

た。 

日本側は、テーマの重要性をかんがみ、研修回数を増やすことは困難であるものの、

１回当たりの人数の増加について、日本側協力機関との調整を進めることを説明した。

これに加え、15名／回を超える参加者についてはコストシェア（中国側は渡航費や滞

在費などの一部費用を負担する）による参加の可能性を提案し、中国側はこの検討を

了承した。 

希望する研修内容の詳細については、C/P機関が速やかに回答することとした。 

 

（３）講師能力強化研修 

日中両国は、講師能力強化を支援するために、コア研修の当初予定300名を達成した後は

「講師能力強化研修」として「ワークショップ」および「国内研修への講師派遣」を行う

こととした。 

１）ワークショップの実施 

 日本側の提案したイメージは次のとおり。 

・実施回数は全６回（耐震４回、防災１回、歴史的１回） 

・日本側の短期専門家派遣の数は一度に２～３名 

・単純な講演型ではなく、技術者間の質疑応答が活発に行われ、中国側参加者が講師

を務める際に必要な技術への深い理解を身につけられるような構成にする 

２）国内研修への講師派遣 

・ワークショップ、教材改定、規範改定時期と合致すれば、その際に日本人短期専門

家による講義も認めることとした。 

 

（４）国内研修 

中国側は引き続き自助努力による一般研修の開催を約束し、日本側も引き続き支援を継

続することした。 
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（５）教材編纂 

・耐震分野の教材作成について、以下のとおり合意した。 

- 中国側は、2011年３月を目処に第１稿を作成することとした。作成にあたっては、日中

双方とも、原著者に対して著作権の許諾を確認することとした。 

- 日本側に対する確認方法としては、中国側が利用を希望する著作物を特定し、利用方法、

利用範囲等を明記したうえで日本側に確認作業を依頼することとした。 

- 第１稿完成後は、短期専門家の協力を得て、引き続き改訂作業を行うこととした。 

・その他の分野において教材を作成する場合は、著作権に留意し、原著者の許諾を前提と

して編纂を行うこととした。 

 

（６）規範改訂への提案 

・ワークショップや本邦研修員の成果を活用して、規範改訂への検討を行い、その成果は

中国側実施機関が取りまとめ、案を作成することとした。 

 

（７）短期専門家の派遣 

・教材編纂、規範改訂への提案、ワークショップについて短期専門家を派遣することとし

た。 
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第２章 評価の方法 
 

（１）実績の確認 

PDMオリジナルに基づいて投入が計画通りに実施されているか、またアウトプットの指標

が計画通りに実施されているか確認する。 

 

（２）実施プロセスの確認 

PDMオリジナルに基づいて活動は予定通り行われたか、実施運営体制は適切かを確認する。 

 

（３）評価の視点 

（１）および（２）を踏まえ特に以下評価５項目から評価・分析を行う。さらに、貢献要

因および阻害要因についても分析を行う。各項目の詳細は付属資料２．協議議事録の添付資

料１．評価グリッドに記載する。 

１）妥当性 

プロジェクトが中国側のニーズに合致しているか、また、手段が適切に設定されている

かを分析する。 

２）有効性 

プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに達成する見込みがあるかどうか、またプ

ロジェクトのアウトプットを出すことがうまくプロジェクト目標達成に貢献しているかを

判断する。特に貢献・阻害要因について分析する。 

３）効率性 

主にプロジェクトのコストおよび効果の関係に着目し、投入が有効に活用されているか

を分析する。 

４）インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果の見込みが

あるかを分析する。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

５）持続性 

協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあるかを分析する。 

 

（４）データの収集・分析 

本調査において、プロジェクト実施状況の確認、評価分析のために、投入実績（付属資料

２．協議議事録の添付資料２～５）、関係者へのインタビューを活用する。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投 入 

 ３－１－１ 日本側投入 

 （１）長期専門家 

チーフアドバイザー／建築行政、耐震設計、業務調整の３名が派遣されている。詳細は

付属資料２．協議議事録の添付資料3-1のとおり。 

 

 （２）短期専門家 

中間レビュー時点までに延べ13名が派遣された。協議議事録の添付資料3-1のとおり。 

 

 （３）本邦研修 

中間レビュー時点までに実施された本邦研修に154名が派遣された。詳細は協議議事録の

添付資料3-2のとおり。 

 

 （４）機材 

パソコン、コピー機、デジタルカメラなどのオフィス機器が供与された。詳細は協議議

事録の添付資料3-3のとおり。 

 

 （５）在外事業強化費 

2010年11月末までの支出額合計は約5500万円である。主たる支出はコア研修および一般

研修であり、これらの詳細は協議議事録の添付資料3-4、3-5、5-1～5-4のとおり。 

 

 ３－１－２ 中国側投入 

 （１）プロジェクトメンバー 

建設部、設計院、標準院が本プロジェクトのC/Pであり、標準院が実務を担当している。

プロジェクトメンバーとしては、建設部から４名（プロジェクト総責任者、プロジェクト

実施責任者を含む）、設計院から４名（プロジェクト所管責任者含む）、標準院から10名（プ

ロジェクトチームリーダーを含む）が配置されている。詳細は協議議事録の添付資料4-1の

とおり。 

 

 （２）施設・機材等 

プロジェクト事務室・調度品・機材、光熱費、会議室や移動の際の車両が提供されてい

る。詳細は協議議事録の添付資料4-2のとおり。 

 

 （３）プロジェクト運営費 

2010年11月末までのプロジェクト運営費用は約370万元（日本円：約46,805千円）1である。

詳細は協議議事録の添付資料4-2のとおり。 

 

                                                        
1 １元＝12.65円（12月統制レート）を適用。 
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３－２ 活動とアウトプット 

プロジェクト活動はおおむね計画通りに行われており、「本邦研修」「コア研修」「一般研修」と

も、実施回数や受講者の人数に関して双方で合意した研修員数の目標を達成するペースで順調に

進捗している。日本の耐震技術への関心の高さを背景に、受講者の反応も良好であり、知識や意

識の向上が認められる。しかし、研修受講者の中で講師を務めた者の数は限られており、現時点

では詳細計画策定調査時に想定したようにはカスケーディング方式が機能していない。 

 

（１）アウトプット１ 

「2009年４月、詳細計画策定調査時の協議に基づいた本プロジェクトによる耐震建築人材

育成方針が中国側により確定される」 

詳細計画策定調査において、本邦研修で学んだことを中国国内の技術者に広く伝えるため

の方策として、本邦研修受講者が中国国内コア研修の講師となり、コア研修受講者が一般研

修で講師を務めるというカスケーディング方式を耐震設計分野において採用した。本邦研修

受講者の中でコア研修・一般研修講師を務めた者が計９名、コア研修受講者の中で一般研修

講師を務めた者が１名おり、またそれぞれの地元所属先において、研修で学んだことを周り

の人に伝えている受講者もいる（詳細は付属資料２．協議議事録の添付資料5-1および5-3のと

おり）。このようにカスケーディング方式で講師が育成されつつある。一方、当初想定してい

たような進捗は現時点において認められなかった。その詳細はアウトプット２とアウトプッ

ト４に後述する。したがって、「本プロジェクトによる耐震建築人材育成方針」が確定したと

はまだいえない。 

 

 ＜アウトプット１の活動の進捗状況＞ 

活動 進捗状況 

1-1. 耐震設計に関する中国の基準および審査

制度、設計・施行・監督管理の現状ならびに

人材の育成状況等の課題を分析し初期条件を

確認し、プロジェクト実施過程においてその

効果を検証する。 

建築事情調査を実施した。 

（2010年１月、４月、５月の３回） 

1-2. 本プロジェクトによる耐震建築人材育成

方針を確定する。 

（プロジェクト期間後半に実施予定） 

 

 ＜アウトプット１の達成状況＞ 

指標 達成状況 

1. 人材育成方針（カスケーディング方式の教

育訓練）と有効性の検証 

本邦研修・コア研修・一般研修は日中双方の

目標人数・回数を達成しつつある。しかし本

邦研修とコア研修受講者の中で研修講師を務

めた割合は限られており、当初想定していた

ようなカスケーディング方式は現時点では機

能していない。したがって「本プロジェクト

の人材育成方針」は、現時点では確定してい

ない。 
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（２）アウトプット２ 

「国内研修の幹部講師（コアインストラクター）が本邦研修で育成される」 

「３－１ 投入（３）本邦研修」で述べたとおり、中間レビュー時点までに154名が本邦研

修を修了し、受講者の反応は良好で、知識・意識の向上が認められた。そのうちカスケーデ

ィング方式を想定する耐震設計分野の本邦研修参加者40名のうち、現在までに９名がコア研

修や一般研修の講師を務めた。講師は育成されつつあるものの、数の面では「コアインスト

ラクターが育成された」というには十分ではなく、当初想定していたカスケーディング方式

は現時点では実現していない。講師を務めた者が少ない理由として、プロジェクト関係者が

挙げた要因は以下のとおりである。 

・コア研修・一般研修の受講者は「日本の技術について学ぶため」に来ているので、中国人

より日本人講師の講義を望んでいる。特にコア研修では、受講者のレベルが高いため、講

師にも著名人や実績のある人を望む（中国側意見）。 

・本邦研修受講者の中で講師を務める意欲がある人もいるものの、地元で研修がまだ実施さ

れていないためその機会がない（中国側意見）。 

・そもそも短期間の研修を１回受講するだけでは講師をするために十分ではない。 

 

 ＜アウトプット２の活動の進捗状況＞ 

活動 進捗状況 

2-1. 本邦研修カリキュラム・シラバス・教材

を作成する。 

2-2. 本邦研修対象者選定方法を確定し、対象

者を選定する。 

2-3. 本邦研修を実施する。 

「投入」の項で述べたとおり本邦研修が実施

された。 

2-4. コアインストラクターを選定する。 本邦研修受講者154名の中の「耐震設計・診

断・補強コース」の40名のうち、中国コア研

修・一般研修の講師を務めた者は計９名。 

内訳：コア研修講師５名、一般研修講師７名、

重複３名。 

 

 ＜アウトプット２の達成状況＞ 

指標 実績 

2-1. 本邦研修修了者人数および達成レベル

（分野別に定める） 

＊双方で合意の目標は150～170人程度。 

中間レビュー時点までに154名が修了。 

2-2. 中国国内研修幹部講師として選定された

人数（分野別に定める） 

本邦研修受講者154名の中の「耐震設計・診

断・補強コース」の40名のうち、中国コア研

修・一般研修の講師を務めた者は計９名。 

内訳：コア研修講師５名、一般研修講師７名、

重複３名。 
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（３）アウトプット３ 

「国内の講師（インストラクター）向け研修カリキュラム・シラバス・教材が整備される」 

中国コア研修が８回実施されたので、研修日程の組み立てのノウハウや過去の教材は蓄積

されている。詳細は付属資料２．協議議事録の添付資料5-1。 

 

 ＜アウトプット３の活動の進捗状況＞ 

活動 進捗状況 

3-1. 中国国内研修（インストラクター向けお

よび技術者向け）の詳細な計画を作成し、実

施計画書を作成する（実施機関、場所、日程、

講師の選定・配置、受講者の募集・選定、修

了認定基準等）。 

コア研修を中国各地で８回、一般研修を10回

実施したことから、研修の詳細な計画はすで

に立てられているといえる。 

3-2. 中国国内研修（インストラクター向け）

カリキュラム・シラバスを作成する。 

3-3. 中国国内研修（インストラクター向け）

研修教材を作成する。 

研修教材はその都度作成されており、その取

りまとめ作業は現在実施中である。 

 

 ＜アウトプット３の達成状況＞ 

指標 実績 

3-1. 作成されたカリキュラム 今までのコア研修の内容は蓄積されている。

知見としてはまとめられていない。 

3-2. 作成された教材 過去の研修の教材が蓄積されている。 

まとまった形の教材としては、教材編纂委員

会が２回実施され、ドラフトがほぼできてい

る。第１稿は2011年３月までに完成予定。対象

は一般研修の参加者程度を想定している。 

ただし、教材の活用に際しては原著者の著作

権許可を得る必要がある。 

 

（４）アウトプット４ 

「インストラクターがコアインストラクターによる研修で育成される」 

中間レビュー時点までに269名がコア研修を修了した。研修当時の受講者の反応や、中間レ

ビュー時のインタビューから、受講者の研修に対する満足度は高く、受講者の知識や意識の

向上が認められている。コア研修は、地元や企業で指導者的立場にあって特に日本の耐震技

術に興味のある者を対象としており、期間も10日程度と長い。講師は、日本人専門家、中国

人技術者・研究者、本邦研修受講者が務めている。特に関心が高いのは、日本の施工管理や、

免震・制震等の先端技術および日中耐震設計比較を学びたいということであった。 

 

一方で、コア研修受講者269名中、一般研修の講師を務めた者は１名にすぎないことから、

数の面で「インストラクターが養成された」というには、現時点において不十分である。ア

ウトプット２と同様、講師を務めた者が少ない理由としてプロジェクト関係者から挙げられ
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た要因は以下のとおりである。 

・研修の受講者は「日本の技術について学ぶため」に来ているので、中国人より日本人講師

の講義を望んでいる（中国側意見）。 

・コア研修受講者の中で講師を務める意欲がある人もいるものの、地元で研修がまだ実施さ

れていないためその機会がない。 

・そもそも短期間の研修を１回受講するだけでは講師をするために十分ではない。 

 

 ＜アウトプット４の活動の進捗状況＞ 

活動 進捗状況 

4-1. 国内研修（インストラクター向け）受講

者を選定する。 

4-2. コアインストラクターによる国内研修

（インストラクター養成研修）を実施する。 

コア研修を中国各地で８回実施した。各回約

10日間（休日を除く）。１回につき受講者20～

50名程度。受講者合計269名。詳細は付属資料

２．協議議事録の添付資料3-4を参照のこと。

本邦研修受講者154名の中の「耐震設計・診

断・補強コース」の40名のうち、中国コア研

修・一般研修の講師を務めた者は計９名。 

内訳：コア研修講師５名、一般研修講師７名、

重複３名。 

4-3. インストラクター養成講座のモニタリン

グ・評価を行い、研修を改善する。 

・長期・短期専門家による改善提案を行った。

・参加者全員にアンケート調査を実施し、効

果を確認するとともに、講師に対するフィ

ードバックも行った。 

 

 ＜アウトプット４の達成状況＞ 

指標 実績 

4-1. 研修の詳細な計画（実施機関、場所、日

程、講師の配置、受講者の募集・選定、修了

認定基準） 

コア研修が８回実施されたことから、研修の

詳細な計画はすでに立てられているといえ

る。 

4-2. 研修実績および修了人数（分野別） 

＊目標 25名×12回＝300名 

コア研修受講者269名。 

 

（５）アウトプット５ 

「中国国内技術者向け研修カリキュラム・シラバス・教材が整備される」 

一般研修は、構造技術者が３年ごとに60時間の受講が義務付けられている継続教育の選択

科目の一つとして実施されている。継続教育を実施しているのは各地の職業資格登録センタ

ーや勘察設計協会であり、本プロジェクトによる講義はそれら機関と連携して行われている。

一般研修は２～３日間の日程で、実施されており（詳細は付属資料２．協議議事録の添付資

料5-2）、そのうち一部をJICAプロジェクト関係者（日本人専門家や本邦研修・コア研修受講

者、および中国側の技術者）が、日本の耐震技術をテーマとして講義を実施している。現在

までに10回研修が実施されているので、日程の組み方のノウハウや過去の教材は蓄積されて

いる。 
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 ＜アウトプット５の活動の進捗状況＞ 

活動 進捗状況 

5-1. 中国国内研修（技術者向け）カリキュラ

ム・シラバスを作成する。 

一般研修を10回実施したことから、研修の詳

細な計画はすでに立てられているといえる。 

5-2. 中国国内研修（技術者向け）研修教材を

作成する。 

研修教材はその都度作成されており、その取

りまとめ作業は現在実施中である。 

 

 ＜アウトプット５の達成状況＞ 

指標 実績 

5-1. 作成されたカリキュラム 一般研修の経験が蓄積されている。 

5-2. 作成された教材 過去の研修の教材が蓄積されている。 

まとまった形の教材としては、教材編纂委員

会が２回実施され、ドラフトがほぼできてい

る。第１稿は2011年３月までに完成予定。対象

は一般研修の参加者程度を想定している。 

ただし、教材の活用に際しては原著者の著作

権許可を得る必要がある。 

 

（６）アウトプット６ 

「中国国内技術者向けの研修が実施される」 

一般研修の実施方法は「アウトプット５」で説明したとおりである。コア研修と異なり、

一般研修は一般技術者の継続教育の選択科目の一つであることから、２、３日と短く、関心

の程度も受講者によって様々であるため、本邦研修やコア研修と比較すると浅い研修効果と

なっているものの、受講者の反応から判断すると満足度は高く、知識や意識のレベルアップ

がみられる。多くの人に研修機会を与えることができている。 

 

 ＜アウトプット６の活動の進捗状況＞ 

活動 進捗状況 

6-1. インストラクターを選定する。 本邦研修受講者154名の中の「耐震設計・診

断・補強コース」の40名のうち、コア研修・

一般研修の講師を務めた者は計９名。 

内訳：コア研修講師５名、一般研修講師７名、

重複３名。 

コア研修受講者269名のうち、一般研修講師を

務めた者１名。 

6-2. 国内研修（技術者向け）受講者を選定す

る。 

6-3. 国内研修（技術者向け）を実施する。 

＊(双方で合意した目標約4,700名） 

中国各地で一般研修を10回実施。１回２、３

日。受講者は１回100～500名程度で累計3,287

名。詳細は付属資料２．協議議事録の添付資

料3-5を参照のこと。 

6-4. 国内研修（技術者向け）のモニタリング・

評価を行い、研修を改善する。 

（現在のところ、一般研修のモニタリング評

価は行っていない） 
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 ＜アウトプット６の達成状況＞ 

指標 実績 

6-1. 研修の詳細な計画（実施機関、場所、日

程、講師の配置、受講者の募集・選定、修了

認定基準） 

一般研修が10回実施されたことから、研修の

詳細な計画はすでに立てられているといえ

る。 

6-2. 研修実績及び修了人数（分野別） 中国各地で一般研修を10回実施。１回２、３

日。受講者は１回100～500名程度で累計3,287

名。 

 

（７）アウトプット７ 

「必要な耐震関連基準改訂が本プロジェクト実施機関により提案される」 

双方の専門家の意見交換や研修員による比較の実施によって、日中間の耐震基準の相違が

分析され、中国における耐震関連基準改訂の課題が明らかになりつつある。 

 

 ＜アウトプット７の活動の進捗状況＞ 

活動 進捗状況 

7-1. 現在の基準を分析し課題を特定する。 ・日中間専門家による意見交換の実施（短期

専門家） 

・本邦研修員による日中比較の実施 

7-2. 基準の改訂案を提案する。 （プロジェクト期間後半に実施予定） 

 

 ＜アウトプット７の達成状況＞ 

指標 達成状況 

7. 必要な耐震関連基準改訂が本プロジェクト

実施機関により提案された事実とその内容 

プロジェクト終了までに実施予定 

 

（８）プロジェクト目標 

「本プロジェクトによって実施された研修によって、構造技術者および関連の行政官が、

耐震技術についてさらに理解を深める」 

これまでの「（２）活動およびアウトプット」で述べたとおり、中国国内で実施されたコア

研修、一般研修共に、受講者の満足度は高く、知識・意識の向上が認められる。日本の耐震

技術から学び、中国における自分の仕事に取り入れたいと考える者も多くいる。したがって、

「構造技術者および行政官が研修によって耐震技術への理解を深める」というプロジェクト

目標は、受講者個人レベルでは、現時点でもすでに達成されているといえる。 

 

指標 説明 

1. 中国国内研修を受講した技術者の人数（職

種別ランク別）と研修修了認定結果 

コア研修受講者269名。一般研修受講者3,287

名。職種別ランク別の統計はとっていない。 
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３－３ 実施プロセス 

中国側関係機関（建設部、設計院、各地方の関係機関）および日本側関係機関（研修実施機関・

長期短期専門家の所属先）からの適切な支援を受けられたことで、研修を計画通りに実施するこ

とができた。特に一般研修においては、受講者4,700人という目標の達成を共通の認識とし、既存

の技術者継続教育の選択科目の一つとして各地方の職業資格登録センターや勘察設計協会と交渉

してJICA研修を組み込んだ。そのため調整に多くの時間と労力を要したものの、研修実施にあた

りC/Pである建設部が発行したJICA研修を紹介する公文書が、この調整や受講者募集に有効であっ

た。 

 

日本側で研修員受入れおよび短期専門家の派遣に際して、国土交通省住宅局、独）建築研究所、

財）日本建築センター等の協力機関による支援を継続的に得られたことが、本邦研修およびコア

研修に対する高い評価につながった。 

 

日本側・中国側のプロジェクトメンバーのコミュニケーションは良好であり、文化や考え方の

違いはあっても定期的なミーティングの実施によってその都度議論して合意することができてい

る。ただし、業務の円滑な推進のために常駐通訳の配置に十分な配慮が必要である。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目による評価結果 

（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性はおおむね高い。しかし、講師の育成方法に関して現状と合致し

ない部分があり、事業期間後半において修正が必要である。 

 

本プロジェクトは、中国における耐震技術普及のニーズ、耐震技術者・行政官のニーズに

対応している。中国では日本の進んだ耐震技術に関心を持つ技術者・行政官が多く、研修受

講者による研修の評価も高かった。受講者が特に関心を持ったのは、日本の具体的な実例や、

運用面、施工管理、防災教育、先端技術等であり、受講者がすぐに業務に取り入れることが

できるとは限らないが、意識向上の効果が認められている。 

 

一方で、本プロジェクトが形成された背景および当時想定された講師育成方針と、プロジ

ェクト開始後の現状は必ずしも合致していない。本プロジェクトはそもそも「四川大地震か

らの復興支援」の枠組みの中で、地方の一般住宅や公共建築物の耐震性を高めるために、そ

れら建築物を扱う技術者の耐震技術を向上させることを目的にしていた。そのために、研修

の成果を受講者個人のものにとどめず、中国の一般技術者まで広く普及させることを目的に

カスケーディング方式を想定していた。また、「地方の一般建築物に適用する耐震技術の普及」

を重視し、免震・制震など先端技術は紹介程度にとどめるとしていた。 

 

プロジェクト開始後の現状では、研修受講者の中で講師を務めたものは少なく、現時点で

カスケーディング方式は当初想定したようには機能していない。その理由は「３－２」のア

ウトプットで述べたとおりである。受講者が講師をしなくても、自分の職場等で日本の技術

について紹介している例はあるが、当初想定していたような普及体制は確立していない。ま

た、「日本の技術」を教えるのだから中国人より日本人講師が良いという期待が、中国側プロ

ジェクトメンバーおよび受講者から高い。加えて、公共建築物等に免震・制震等の先端技術

の採用を推進し始めた地域があり、この状況の変化に伴い中国人技術者の多くは日本の先端

技術に強い関心を持ち、研修の中で先端技術を扱う比重が当初の想定よりも高くなっている。 

 

（２）有効性 

プロジェクトの有効性は、プロジェクト目標「研修を通じて技術者が耐震技術への理解を

深める」の達成状況から判断しておおむね高い。しかし、建築事情調査および本邦研修を通

じ、目標達成のためには「確実な施工」にかかる取り組みの必要性が明らかとなっている。 

 

本邦研修・中国コア研修・一般研修いずれも受講者の反応が良好で、知識・意識のレベル

アップが認められる。また、受講者の数の面でも、カスケーディング方式が当初想定したと

おりには現時点では機能してはいないものの、日中双方で合意した目標をプロジェクト終了

までに達成するペースで進捗していることから、日本の耐震技術の「普及」がある程度進ん

でいるといえる。 
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本邦研修、コア研修は、豊富な実務経験を持ち日本の耐震技術に強い関心を持つ人材が受

講し、ある程度長い期間集中的に学習したことから高い研修効果が得られた。一般研修につ

いては、受講者のレベルや日本の技術への関心の程度にばらつきがあり、研修日数も短いこ

とから、コア研修と比較して深い研修効果は期待できないものの、より広範な層への普及の

点で効果を上げた。 

 

プロジェクトの日本側・中国側メンバーの意見では、耐震技術に関して日本が明らかに優

れている面もあるものの（施工管理、防災教育、先端技術等）、基準等に関しては中国と日本

に優劣があるわけではなく、「違い」があるにすぎず、したがって研修においては日中の事情

をよく理解した講師が両者の比較論を扱うのが効果的とのことである。日中の基準等を比較

することによって、受講者が業務に今後取り入れたい点を明確にすることができる。現状で

は、日中双方の事情を十分理解し、比較論を展開できる講師は非常に限られている。日本人

講師は中国の事情を勉強する十分な時間をとれていないし、中国人講師も同じであって、本

邦研修・コア研修参加者であれば日本の事情を理解し講義できる人はなおさら少ない。 

 

このように有効性については個人レベルでの知識・意識の向上には貢献しているものの、

研修講師の育成という点では中国の事情を踏まえたうえで修正の必要がある。さらにプロジ

ェクト目標を達成するためには施工品質の向上が必須であり、この分野に対する新たな投入

が必要になると考えられる。 

 

また、基準の課題についての検討、議論、教材編纂は、プロジェクト後半において集中的

に取り組む必要がある。 

 

（３）効率性 

プロジェクトの効率性はおおむね高い。 

 

日本側・中国側から提供された人員・施設機材・プロジェクト運営経費等の投入はおおむ

ね適切で、プロジェクトのアウトプット（研修実施実績）達成のために有効に使われている。

日本人専門家および中国側プロジェクトメンバーの体制（人数・専門分野）は要求される業

務量・業務内容と比較すると必ずしも十分とはいえないが、計画通りに活動を実施しアウト

プットを達成していることから効率的であったといえる。 

 

（４）インパクト 

上位目標「中国国内、特に耐震対策が緊要と考えられる地方の住宅、学校、病院等の建築

物について耐震技術が普及する体制が整備される」の達成見込みは、次の「持続性」にも関

係し、プロジェクト終了後中国側実施機関が組織面・財政面で自立して研修事業を継続して

いけるかどうかにかかっている。研修事業の内容、対象者、規模、実施方法（現在のように

継続教育の選択科目として行っていくのか、他の方法をとるのか）、協力機関の選定、適切な

受講料の設定等、プロジェクト終了に向けた検討すべき事項は多い。 
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正のインパクトとして、研修受講者はもともと日本の耐震技術に関心があったが、研修に

参加してさらに関心を高めたことが挙げられる。基準や技術だけではなく、特に施工管理や

防災教育、先端技術について日本から学びたいという受講者が多い。研修を通じて、中国各

地の受講者の間で、また中国と日本の技術者・行政官との間で交流が深まった。また、コア

研修受講者の中で本邦研修に行きたいという者、一般研修受講者の中でコア研修に出たいと

いう者が出てきており、受講者の意欲向上が認められた。 

 

（５）持続性 

持続性の確保については、プロジェクト終了後を考え、研修事業を標準院の一事業として

経済的にも成立させることが必要である。 

 

上述の「上位目標」のとおり、本プロジェクトは「耐震技術を中国国内の技術者に広く普

及させること」と、そのための体制を確立することをめざしている。日本の耐震技術に対し

て高い関心を有する中国技術者・行政官のニーズに応えることができ、さらにはその他の技

術者・行政官層も研修を通じて啓発することができる。また、C/P機関には研修ノウハウが蓄

積されつつあり、担当者は高い能力を持っていることから研修事業を展開していくにあたり

経験を重ねることによって技術的な問題は解決されていくものと考えられる。一方で、現在

のところ、一般研修についてはC/P機関の事業として採算が取れず、日本からのさらなる投入

を求めている状態である。C/P機関の一事業として確立するために、研修事業の内容、対象者、

規模、実施方法、協力機関の選定、適切な受講料の設定等を検討することが必要である。 

 

４－２ 貢献要因および阻害要因 

（１）貢献要因 

「３－３ 実施プロセス」で述べたとおり、日本側および中国側の関係機関の適切な支援

を得られたことが、プロジェクトの順調な進捗に貢献している。また、日本側・中国側のプ

ロジェクトメンバーが定期的にミーティングを開催しコミュニケーションが良好であること

も、業務の円滑な推進に貢献している。 

 

（２）阻害要因 

「４－１（１）妥当性」で述べたとおり、講師育成の方針に関して詳細計画策定調査での

想定とプロジェクト開始後の現状が合致しない部分があり、一般技術者への技術の普及の手

段として提案された「カスケーディング方式」が、現時点においては当初想定のとおりには

実現していない。さらに、地震後の復興支援案件として迅速なプロジェクト立ち上げが求め

られたため、詳細計画策定時に必ずしも十分な調査がなされなかったことから、プロジェク

ト目標を達成するために必要な「確実な施工」分野に対する取り組みが不足している。 

 

教材作成にあたっては、日中双方の原著者に対する著作権の許諾が必要であり、これに時

間を要した場合、活動の進捗に支障を来たす可能性がある。 

 

調整員の努力により言語面のコミュニケーションは保たれているものの、現在は中国側が
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配置予定の常駐通訳が配置されていない。今後の業務の円滑な推進のために常駐通訳の配置

に十分な配慮が必要である。 

 

４－３ 結 論 

本邦研修・コア研修・一般研修はいずれも計画通りに進捗しており、受講者の反応も良好で、

知識・意識のレベルアップが認められる。受講者の数の面でも、プロジェクト終了までに双方の

想定を達成するペースで進捗している。 

一方、プロジェクト終了後を見据え、C/P機関における「耐震技術を中国国内の技術者に広く普

及させるための体制作り」がプロジェクト後半の課題である。研修員の質、数という面では日本

の耐震技術の「普及」がある程度進んでいるといえるが、体制として確立するには至っていない。

具体的にはカスケーディング方式が現時点では、当初想定ほど進んでおらず講師育成が不十分、

教材作成および規範改訂提案への取り組みについても同様である。さらには、有効性の観点から

「確実な施工」分野への投入が必要であり、インパクトおよび持続性の観点からは、現在の一般

研修をC/P機関の一事業として確立できるか、特に財務面を十分検討することも必要である。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 今後のプロジェクト実施・運営方針 

 日中双方は、今後のプロジェクト実施・運営方針として以下のとおり確認、提言した。 

 

（１）プロジェクトの目的の再確認 

本プロジェクトは「耐震技術普及のための体制作り」を目的とすることを再確認した。 

 

（２）日本側投入重点分野の確認 

これまでの協力において、耐震技術にかかる知識・意識の向上が個人レベルでは進展して

きたため、今後日本側による協力の中心は、「耐震技術普及のための体制作り」支援の一環で

ある①講師育成支援、②教材の作成、③関連規程の改訂にかかる提案とする。 

 

（３）講師育成の方針について 

講師を育成するための手段としてのカスケーディング方式が一定の成果を上げつつも、現

時点では当初計画どおり機能していないため、プロジェクト後半において日本側はワークシ

ョップ等を実施し、講師の能力強化を支援することとした。 

 

（４）「確実な施工」にかかる追加投入について 

プロジェクト目標を達成するためには、施工の品質向上に向けた活動が必要であることが

明らかになり、中国側からの要望が出されたため、日本側は今後プロジェクト活動の一環と

して、日本国内関係機関の協力が得られ次第、「確実な施工」をテーマとした本邦研修および

短期専門家の派遣を行う。 

 

（５）日本側による国内研修に対する協力について 

国内研修については、当初目的の4,700名を達成後も、日本側は全国への普及を目的として、

原則としてこれまでと同様に実施経費の一部を負担する。 

 

（６）プロジェクト期間の延長について 

（２）～（５）を踏まえ、プロジェクト期間としてさらに12カ月の延長が必要である。 

 

（７）持続性を担保する仕組みについて 

プロジェクト成果の持続性を担保する仕組みを検討する必要性がある。 

 

５－２ 提言および教訓 

 今回のレビューを踏まえた各分野団員からの提言および今後の教訓は以下のとおり2。 

 

 ５－２－１ 建築管理 

本プロジェクトの目的は「耐震技術普及のための体制作り」であるから、耐震設計者、監理

                                                        
2
 表現の正確性を確保するため、本稿については各団員による報告を転記している。 
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監督者、工事施工者、建築行政関係者など建築工程システムに関わる人材全般の能力の向上を

図るといった視点が重要である。これまで「耐震設計」と「建築行政」については本邦研修の

対象としてきたところであるが、このたびの中間レビューにおいて監理監督者、工事施工者と

いった「確実な施工」のための建築工事中の品質管理に関わる人材についても目が向けられた

のは適切な判断であると考えられる。 

本邦研修において、日本のゼネコンの建設現場を視察した研修員のほとんどが日本の施工管

理はすばらしいと絶賛しているようである。中間レビューの合間に訪れた北京市建設委員会（正

確には、住宅および都市・農村建設委員会）の副主任も本邦研修に参加した研修生の一人であ

るが、施工管理に関するコースの追加を強く要望し、工事管理プロセスや労働者の管理、さら

には請負費用に占める管理費用の割合などにつても詳しく学びたいとの強い意欲を示していた。 

しかし、彼らが視察した日本のゼネコンの 先端の工事現場は、果たして日本の平均的な実

態を反映しているかどうかは定かではない。ゼネコンが自信をもって紹介できる現場であるか

ら、中国の研修員に絶賛されて当然であるといえばそうなのかもしれない。実際、施工関係に

ついては、日本においてもこれまで苦い教訓を得てきた過去があり、現在も施工関係の問題が

すべて解消しているわけではない。 

日本における今日の建築規制は、昭和25年に建築物の 低基準を定めた建築基準法と、その

質の向上を図るためには人材確保が重要との認識に立った建築士法とが、車の両輪として機能

するよう制定されたことをその端緒としている。その建築士法においては、工事監理について

「工事を設計図書と照合し、それが設計図書のとおりに実施されているかいないかを確認する

こと」とされている。ところが、その日本ですら近年一連の欠陥住宅問題や構造計算書偽装問

題などを通じて、現場管理者が工事監理を行っていて十分なチェック機能が果たせていない場

合や、設計者が工事監理者であっても工事現場での照合をほとんど行っていない場合など、工

事監理制度が必ずしも適切に機能していない実態が認められた。 

一方、中国における工事監理会社は、日本の工事監理者のような設計図書との照合だけを行

っているものではなく、もっと立派な位置付けがある。中国の「建築法」において「建築工事

監理は法律、行政法規および関連の技術基準、設計資料ならびに建築工事請負契約により、受

注会社に対し施工品質、建設工期および建設資金の使用等の方面について建築主を代表し監督

を実施する」とされている。納入される建築材料の品質から欠陥工事の防止、工事の進捗、資

金の配分まで建築主の立場に立って工事を監視するという役割があり、設計者や施工者からみ

て第三者性のある存在であると思われる。そのような制度があると聞くと、日本よりもむしろ

立派に聞こえてしまうが、果たしてどうなのか。中国で工事施工中の現場を少し見ただけでは

実態はわかりづらい。今回、「確実な施工」コースに対する強い要望があったということは、必

ずしもそうした工事監理会社システムが建築物の安全面で十分に機能していないということか

もしれない。 

上述したように、日本においても必ずしも工事監理制度がきちんと機能していない場合もあ

ると思われるが、しばしば海外と比較して、なぜ日本の建築物の施工はしっかりしているとい

われるのか。たぶん、仮に設計者のチェックが疎かであったとしても、建築工事に関わる様々

な職人さんを含む施工者サイドが、まじめに責任をもって作業しているからかもしれない。 

日本での施工に関する研修を考える際は、一方的に上から目線で情報提供するのではなく、

中国のそれと比較してどうなのかをよく検証し、日本における仕組みについても振り返ってみ
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る良い機会にできるのではないだろうか。 

 

 ５－２－２ 建築行政3 

（１）中国の建築行政 

中国の建築行政にかかる制度及び状況は次のとおりであった。（一部、確認を要する部分

あり） 

１）根拠規定 

建設部が所管する「建築法」に、建築基準の順守義務が規定されている。その行政手

続きや罰則に関しては、建設部所管の告示等に規定されている。建築基準は、防火・構

造等の分野別、住宅・学校等の用途別に、「標準化法」に基づき多くの「標準」として公

布されている。標準（通称「GB」、日本のJISに相当）は、建設部および関係機関が案を

作成しており、規定のうち太字で表示されている部分が義務基準で、その他は推奨基準

とされている。 

北京市、上海市、各省等は、建設部所管の法律、告示等を補完する内容の通知類を公

布している。建築基準の上乗せもある。 

２）行政手続 

下図のような行政手続きが実施されている（ただし、農村部の個人住宅等は手続き不

要）。「施工図設計審査処」は、大都市では10から20程度の大手の設計事務所等が指定さ

れている。その業務はピアチェックである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
3 イタリック表示の用語は中国語の漢字表記に準じたものなので、同じ漢字の日本語の意味とは若干異なっている。 

施 工 図 設

計審査処 

（審査の内容） 地方公共団体の業

務 

建築主・設計者・工事監

理会社・施工者の業務 

（地域開発の場合の
み）企画設計 

企画用地許可
書の交付 

用途、容積率、
高さ、外観等

方案設計 

初歩設計 

工

事

監

理 

許可書の交付

許可書の交付

許可書の交付

施工図設計 

工事の結果 

工事の内容 

実施設計 
構造計算 

基本設計 

基本計画 

中間検査 
（随時）

完了検査 
（抽出） 

施工 

（工事管理

を含む） 

審査 

審査 

審査 
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（２）課題の所在と対策の案 

１）技術基準の高度化 

＜課題＞ 

耐震基準において塑性設計が普及していないなどの問題が指摘されている。また、

防火基準等の性能規定化が必要とも指摘されている。 

＜対策＞ 

高度な構造計算の手法を耐震基準に盛り込むことにより、耐震性をより的確に評価

し、また高度な設計にも対応できる建築基準とする。また、日本をはじめ先進国では

2000年前後に防火基準等の性能規定化を導入した。これを中国においても導入するこ

とが考えられる。（性能規定化のためには、基準の整備だけでなく、特認等の制度面で

の整備もあわせて必要） 

２）技術基準の整理 

＜課題＞ 

現行の技術基準は、その表現方法において、一般的な建築技術者にとっては理解し

にくいとの指摘がある。また、多数の「標準」に分割して規定されていることから理

解が困難との指摘もある。 

＜対策＞ 

日本のように、技術基準を役所の文書で規定しているので、別途一般向けの解説書

を充実させる方法がある。また英米のように、外部団体が技術的基準を作成し、技術

基準そのものの書きぶりをわかりやすくする方法もある。また欧米のように、Building 

Codeとして体系化することが考えられる。 

３）施工図設計審査処 

＜課題＞ 

施工図設計審査処は、公共団体の審査体制が十分でない状況において有効な方法で

ある。しかし、申請者からの依頼および手数料で運営されていることから、第三者性

を保持することが課題となる。 

＜対策＞ 

日本においても同様の課題があり、公共による当該機関への立ち入り検査の充実で

対応している。 

４）中間検査および完了検査 

＜課題＞ 

中間検査は随時、完了検査は抽出で行われているようである。 

＜対策＞ 

実施体制の整備と能力の強化を図り、量および質において十分な検査ができるよう

にすることが必要である。 

５）図面審査および工事検査の重点化 

＜課題＞ 

公共側の審査・検査の重点化を行うことが効率的である。 

＜対策＞ 

分譲住宅のように、建築主（デベロッパー）が完成した建築物の所有者とならない
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ケースでは、建築主側が手抜き設計および手抜き工事を黙認することがままある。一

方、事務所ビルや工場の建設においては、建築主自身が品質確保に積極的な場合が多

く、品質確保にかかる建築主側の努力（設計、施工、工事監理）に期待することがで

きる。また、デパートのように不特定多数が使う建築物の場合は、在館者が避難ルー

トを認識していないことなどにより大惨事となるケースがままある。そこで、公共が

審査や検査を行う建築物としては、分譲住宅や不特定多数が使うものを重点とするこ

とが効率的である。 

６）施工品質の確保 

＜課題＞ 

施工品質が確保されていない現場が多いという指摘がある。 

＜対策＞ 

適切な工事管理を行う方法を普及させることも意義があるが、裾野が広いのですべ

ての施工者に教えて回るのは困難である。そこで、上記の検査を着実に実施し、不適

切な工事が認められた場合には、「公表」等の手段を講じて、自主的な施工品質の向上

を促す方法が考えられる。不適切な工事が認められた場合、是正を図るのが望ましい

が、実際には困難な場合が多い。一方、「公表」等は比較的容易であり、分譲住宅等に

関してはたいへん有効な方法である。 

７）地方公共団体職員の能力向上 

＜課題＞ 

施工図設計審査処を活用したり、品質確保にかかる建築主側の努力（設計、施工、

工事監理）に期待するにしても、地方公共団体による関連機関の立ち入り検査や工事

現場の抽出的な検査等が必要である。 

＜対策＞ 

わかりやすい技術基準体系のもとに、地方公共団体の職員の能力向上を図ることが

必要である。 

 

 ５－２－３ 耐震設計 

（１）カスケーディング方式の見直しについて 

一般研修の講師育成のために実施してきたコア研修については、想定していた300人の研

修を終えた時点で、講師の能力向上を目的とするワークショップに切り替えることが日中

双方で合意された。その背景には、本邦研修を終えた研修員がコア研修の講師になり、コ

ア研修の研修員が一般研修の講師となる、いわゆるカスケーディング方式がうまく機能し

なかったことがある。本邦研修「耐震設計・診断・補強コース」の実施担当者として、そ

の原因を明らかにすることが今回のレビューにおける重要な目的の一つであった。レビュ

ーの結果、以下のことが明らかになった。 

・本邦研修「耐震設計・診断・補強コース」の研修員40名のうち、これまでに９名がコア

研修の講師を務めた。 

・コア研修の開催地の近くに本邦研修生がいない場合があり、その場合には講師を務める

ことができなかった。 

・コア研修は、中国の耐震規定に関する講義と日本の耐震技術に関する講義から構成され
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ており、必要な本邦研修員の数は２～３名である。これまでのコア研修の回数が８回な

ので、40名の本邦研修員の半数程度にしか講師になる機会はなかった。 

・インタビューによれば、本邦研修員の多くが、機会が与えられれば講師になる意欲があ

ると回答している。 

 

このことから、機会が与えられれば、より多くの本邦研修員が講師になる可能性はあっ

たといえる。また、すでに９名の研修員が講師を努めており、決して少ない数ではない。

一方で、以下のような問題点が指摘された。 

・２カ月という限られた期間の本邦研修では、日本の耐震技術を紹介することはできても、

質問に答えるだけの十分な知識を身につけることは難しい。 

・この問題も、コア研修では日本人専門家が補助をすることになっており、本質的な問題

ではない。 

またレビューでは、本邦研修の内容が不十分であったとか、研修員の能力が不足してい

たという事実は確認されなかった。むしろ、本邦研修の中国側の評価は極めて高く、耐震

技術に関する研修員の能力は確実に向上していること、本邦研修員は中国国内において日

本の耐震技術を普及するにあたり重要な役割を担っていることが確認された。今後、ワー

クショップに移行することで、本邦研修員の活躍の場が失われてしまうことのないように

配慮することが必要である。 

 

カスケーディング方式の２つの流れ（本邦研修からコア研修、コア研修から一般研修）

のうち、もう一つのコア研修から一般研修への流れについては、269名のコア研修受講者の

うち一般研修の講師になった実績はわずか１名にすぎず、この点ではカスケーディング方

式は機能しなかった。原因として、10日間だけのコア研修では講師を務めるだけの技術を

身につけることが難しいこと（技術的な問題）や、講師になるにはある程度著名でなけれ

ばならないこと（社会的な問題）が指摘された。そのため、一般研修で日本の耐震技術に

ついて講義をしたのは、結局、本邦研修員と日本人専門家であった。今後の国内研修は一

般研修を中心に実施される予定であり、特に2011年度はほぼ毎月１回の頻度と多い。持続

的に研修事業を継続するためにも、日本人専門家の負担を軽減し、本邦研修員を講師とし

て活用していくことが重要である。それが同時に、本邦研修員に活躍の場を与えることに

なる。そのためには、本邦研修員が講師になる際の旅費や滞在費を支給するなどの支援を

することが望ましい。 

 

（２）ワークショップについて 

コア研修をワークショップに切り替える方針が決まったが、ワークショップの内容につ

いての議論が不足している。講師能力の強化という目標はあいまいであり、教材改訂や規

範改訂に役立つという理由も、なんら具体的な計画や見通しが示されておらず、現時点で

はその効果が懸念される。そこでこれまでのコア研修の反省から、以下の提案をしたい。 

・日本の耐震技術に関しては、日本人専門家が丁寧な講演をすることが望ましい。 

・中国の耐震技術についても、日本側が理解できるような講演があることが望ましい。 

・講演資料は、ワークショップの後も、日中の耐震技術を知る貴重な教材として活用する
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ことが望ましい。そのためにも、著作権の問題などが発生しない形で、時間的な余裕を

みて執筆を依頼するなど、事前の調整を行うべきである。 

・耐震分野では半年ごとに４回のワークショップが予定されているが、回数が少ないこと

から、日本の耐震技術紹介のブースを設けたり、講演会を一般公開として広く参加を呼

びかけたりするなど、普及効果を高めるための工夫をする必要がある。同時に、テーマ

別の分科会を開催するなどして、専門性の高い内容について意見交換が行える機会を設

けることも重要である。 

 

（３）研修教材の作成について 

今回のレビューにおいて、教材編纂委員会で作成している国内研修用の教材のドラフト

が提示された。教材は、中国の耐震規定に関する部分と日本の耐震技術に関する部分から

構成されている。日本の耐震技術に関する部分は、本邦研修の資料の一部が許可なく掲載

されており、このままの使用には大きな問題がある。また、中国側は教材の出版を希望し

ているが、教材の利用範囲について日中の合意が得られていないまま編纂作業が進められ

ている。日本側はこうした問題を認識していながらも、有効な対策をとれずにいる。 

プロジェクトの終了後もC/P機関（標準院）が継続して研修事業を行うためには教材の利

用は必要不可欠であり、教材の利用範囲をプロジェクト期間内に限定すべきではない。ま

た、日本側は研修事業を標準院の一事業として経済的にも成立させることを要望しており、

その意味で教材の出版を否定すべきではない。できるだけ早期に日中で協議を行い、著作

権や版権の問題を解決することが重要である。 

 

（４）まとめ 

レビューでは、本邦研修員３名に対するヒアリング調査を行った。帰国後の業務におい

て日本で学んだことが役に立ったかという質問に対しては、日本の規定を参考にバランス

の良い建物形状にするようになった、日本で学んだ耐震補強技術（炭素繊維補強など）を

実施している、煉瓦の間仕切りよりも軽い石膏ボードを建築主に薦めている、などの回答

があった。また、日本の耐震技術や設計の概念を知ったことで、以前とは違う見方をする

ようになったという意見があった。 

カスケーディング方式や教材の作成など、国内研修の進め方について見直しの必要性が

あるものの、本プロジェクトに対する中国側の評価は高く、日本の耐震技術の研修が中国

の建築技術者の能力向上に役立つという、プロジェクトの根幹の目標は着実に達成されて

いることが確認できた。 
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1.案件の概要 

国名：中華人民共和国（以下「中国」） 案件名：耐震建築人材育成プロジェクト 

分野：都市・地域開発 援助形態：技術協力（JICA 直営方式） 

所管部署：経済基盤開発部 協力金額（評価時点）1.6 億円 

先方関係機関： 

住宅都市農村建設部、建築設計研究院、建築標準

設計院 

協力期間 2009 年 5 月～2012 年 4 月 日本側協力機関： 

国土交通省住宅局、独）建築研究所、財）日本建

築センター、アジア防災センター、東京文化財研

究所ほか 

1－1 協力の背景と概要 

2008 年 5 月 12 日、中国四川省で発生した大地震は死者・行方不明者 8 万 7 千人以上、

倒壊家屋 652 万戸にものぼる被害を生み、犠牲者の多くがその家屋の下敷きとなった。同

年 6 月に実施された日中首脳会談において、両国は日本の阪神・淡路大震災の経験をふま

えた（1）健康・福祉（2）社会・文化（3）産業・雇用（4）防災（5）まちづくり）」の分

野で、具体的な協力を推進していくことを確認した。 

上記協力の枠組み、および今後の大地震に備え耐震建築物を目指す中国側の要請に基づ

いて、JICA は 2009 年 4 月に詳細計画策定調査団を派遣し、①中国においては耐震建築の

国家基準がすでに策定されているものの、その国家基準が十分に適切に実際の設計に反映

されていないこと、②構造技術者が不足していること、③適切な設計を適切な施工につな

げるための建築規制制度に課題を抱えており、建築行政官を含めた耐震建築の人材育成に

対する協力の必要性が高いことを中国側と確認した。 

「耐震建築人材育成プロジェクト」は、この合意に基づいて、中国の構造技術者および

構造技術者の組織である中国建築標準設計研究院をカウンターパート機関に、構造技術者

及び関連の行政官が、耐震技術に関して更に理解を深めることを目的として、2009 年 5 月

から 2012 年 5 月までの 3 年間の予定で実施されている。 

開始後 1 年半が経過し、これまでに具体的なプロジェクト活動としては、建築物を手が

ける地方の設計者、施工者、監督・管理者等の構造技術者を中心として、さらに建築行政

官、そしてこれら実務者を育成するインストラクターの耐震実務に係る能力を強化、定期

講習支援、制度の改善や提案のために、本邦研修を実施してきている。なお、研修を展開

するにあたっては中国国内で建築物の設計、施工及び監理監督に関わる膨大な数の耐震実

務者の能力向上を継続的に育成、普及する必要があるため、本邦研修参加者が国内の主要

技術者を育て、国内の主要技術者がさらに国内の一般技術者を育てる「カスケーディング

方式」を採用してきた。現在、3 名の(長期)専門家(チーフアドバイザー、耐震建築、業務調

整)が現地で活動中であり、本邦研修員受入、短期専門家派遣も行っている。 
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1－2 協力内容 

(1) 上位目標 

中国国内、特に耐震対策が緊要と考えられる地方の住宅、学校、病院等の建築物について

耐震技術が普及する体制が整備される。 

(2) プロジェクト目標 

本プロジェクトによって実施された研修によって、構造技術者及び関連の行政官が、耐震

技術に関して更に理解を深める。 

(3) 成果 

1) 本プロジェクトによる耐震建築人材育成方針が中国側により確定される。 

2) 国内研修の幹部講師（コアインストラクター）が本邦研修で育成される。 

3) 国内の講師（インストラクター）向け研修カリキュラム・シラバス・教材が整備される。

4) インストラクターがコアインストラクターによる研修で育成される。 

5) 中国国内技術者向け研修カリキュラム・シラバス・教材が整備される。 

6) 中国国内技術者向けの研修が実施される。 

7) 必要な耐震関連基準改訂が本プロジェクト実施機関により提案される。 

(4) 投入（評価時点） 

日本側投入:総額：160,000 千円  

  

長期専門家派遣 3 名 機材供与 8,495 千円

短期専門家派遣 13 名 ローカルコスト負担 54,571 千円

研修員受入 147 名 その他（建築事情調査） 3,870 千円

  

中国側投入:総額:3,700 千元（約 46,805 千円）*1 元=12.65 円（12 月統制レート） 

  

カウンターパート配置 18 名 機材購入 ―

土地・施設提供 事務室等 ローカルコスト負担 2140 千元

その他（一般研修） 1440 千元   
2．調査団概要 

メンバー 

団長   林 宏之     (JICA 経済基盤開発部都市・地域開発第一課） 

計画管理 小島 海     (JICA 経済基盤開発部都市・地域開発第一課） 

建築管理 今村 敬     (国土交通省住宅局建築指導課） 

建築行政 長谷川 知弘 (財団法人日本建築センター) 

耐震設計 斉藤 大樹   （独立行政法人建築研究所国際地震工学センター） 

評価分析 芹澤 明美  （グローバルリンクマネジメント株式会社） 

調査期間 2010 年 12 月 6 日～12 月 17 日 評価種類：中間レビュー 
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3. 評価結果の概要 

3-1. 実績の確認 

アウトプット 1「2009 年 4 月詳細計画策定調査時の協議に基づいた、本プロジェクトによ

る耐震建築人材育成方針が中国側により確定される。」 

詳細計画策定調査において、本邦研修で学んだことを中国国内の技術者に広く伝えるた

めの方策として、本邦研修受講者が中国国内コア研修の講師となり、コア研修受講者が一

般研修で講師を務めるというカスケーディング方式を耐震設計分野において採用した。本

邦研修受講者の中でコア研修・一般研修講師を務めた者が計 9 名、コア研修受講者の中で

一般研修講師を務めた者が 1 名おり、また、それぞれの地元所属先において、研修で学ん

だことを周りの人に伝えている受講者もいる。このようにカスケーディング方式で講師が

育成されつつある一方、当初想定していたような進捗は、現時点において認められなかっ

た。その詳細は下のアウトプット 2 とアウトプット 4 の項で述べる。従って、「本プロジェ

クトによる耐震建築人材育成方針」が確定したとはまだ言えない。 

 

アウトプット 2「国内研修の幹部講師（コアインストラクター）が本邦研修で育成される」

「投入 本邦研修」の項で述べた通り、中間レビュー時点までに 154 名が本邦研修を修了

し、受講者の反応は良好で、知識・意識の向上が認められた。そのうち、カスケーディン

グ方式を想定する耐震設計分野の本邦研修参加者 40 名のうち現在までに 9 名が、コア研修

や一般研修の講師を務めた。講師は育成されつつあるものの、数の面では「コアインスト

ラクターが育成された」というには十分でなく、当初想定していたカスケーディング方式

は現時点では実現していない。 

 

アウトプット 3「国内の講師（インストラクター）向け研修カリキュラム・シラバス・教材

が整備される」 

中国コア研修が 8 回実施されたので、研修日程の組み立てのノウハウや過去の教材は蓄

積されている。 

 

アウトプット 4「インストラクターがコアインストラクターによる研修で育成される」 

中間レビュー時点までに 269 名がコア研修を修了した。研修当時の受講者の反応や、中

間レビュー時のインタビューから、受講者の研修に対する満足度は高く、受講者の知識や

意識の向上が認められている。コア研修は、地元や企業で指導者的立場にあって特に日本

の耐震技術に興味のある者を対象としており、期間も 10 日程度と長い。講師は、日本人専

門家、中国人技術者・研究者、本邦研修受講者が務めている。特に関心が高いのは、日本

の施工管理や、免震・制震等の先端技術および日中耐震設計比較を学びたいということで

あった。 

一方で、コア研修受講者 269 名中、一般研修の講師を務めた者は 1 名に過ぎないことから、

数の面で「インストラクターが養成された」と言うには、現時点において不十分である。 

 



  

 －32－

アウトプット 5「中国国内技術者向け研修カリキュラム・シラバス・教材が整備される」 

一般研修は、構造技術者が 3 年ごとに 60 時間の受講が義務付けられている継続教育の選

択科目の一つとして実施されている。継続教育を実施しているのは各地の職業資格登録セ

ンターや勘察設計協会であり、本プロジェクトによる講義はそれら機関と連携して行われ

ている。一般研修は 2～3 日間の日程で、実施されており（詳細は添付資料 5-2）、そのうち

一部を JICA プロジェクト関係者（日本人専門家や本邦研修・コア研修受講者、および中側

の技術者）が、日本の耐震技術をテーマとして講義を実施している。現在までに 10 回研修

が実施されているので、日程の組み方のノウハウや過去の教材は蓄積されている。 

 

アウトプット 6「中国国内技術者向けの研修が実施される」 

一般研修の実施方法は上の「アウトプット 5」で説明した通りである。コア研修と異なり、

一般研修は一般技術者の継続教育の選択科目の一つであることから、2、3 日と短く、関心

程度も受講者によって様々であるため、本邦研修やコア研修と比較すると浅い研修効果と

なっているものの、受講者の反応から判断すると満足度は高く、知識や意識のレベルアッ

プが見られる。多くの人に研修機会を与えることができている。 

 

アウトプット 7「必要な耐震関連基準改訂が本プロジェクト実施機関により提案される」 

双方の専門家の意見交換や研修員による比較の実施によって、日中間の耐震基準の相違

が分析され、中国における耐震関連基準改訂の課題が明らかになりつつある。 

 

プロジェクト目標 「本プロジェクトによって実施された研修によって、構造技術者及び

関連の行政官が、耐震技術について更に理解を深める」 

中国国内で実施されたコア研修、一般研修共に、受講者の満足度は高く、知識・意識の

向上が認められる。日本の耐震技術から学び、中国における自分の仕事に取り入れたいと

考える者も多くいる。従って、「構造技術者及び行政官が研修によって耐震技術への理解を

深める」というプロジェクト目標は、受講者個人レベルでは、現時点でも既に達成されて

いると言える。 

 

3-2. 評価結果の要約 

プロジェクト活動は概ね計画通りに行われており、「本邦研修」、「中国国内研修（インス

トラクター向け）」（以下「コア研修」と称す）、「中国国内研修（技術者向け）」（以下「一

般研修」と称す）とも、実施回数や受講者の人数に関して双方で合意した研修員数の目標

を達成するペースで順調に進捗している。日本の耐震技術への関心の高さを背景に、受講

者の反応も良好であり、知識や意識の向上が認められる。しかし、研修受講者の中で講師

を務めた者の数は限られており、現時点では詳細計画策定調査時に想定したようにはカス

ケーディング方式が機能していない。 
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1) 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は概ね高い。しかし、プロジェクトのアプローチに現状と合致

しない部分があり、事業期間後半において修正が必要である。 

2) 有効性 

プロジェクトの有効性は、プロジェクト目標「研修を通じて技術者が耐震技術への理解

を深める」の達成状況から判断して、概ね高い。しかし、建築事情調査および本邦研修を

通じ、目標達成のためには「確実な施工」にかかる取り組みの必要性が明らかとなってい

る。 

3) 効率性 

プロジェクトの効率性は概ね高い。 

4)インパクト 

上位目標の達成見込みは、「持続性」にも関係し、プロジェクト終了後中国側実施機関が

組織面・財政面で自立して研修事業を継続していけるかどうかにかかっており、プロジェ

クト終了に向けた検討すべき事項は多い。 

正のインパクトとして、関係者の意欲向上、施工管理、防災教育、先端技術といった当

初想定していなかった日本の技術に対する中国側の関心が高まったこと、研修を通じて、

中国各地の受講者の間で、また中国と日本の技術者・行政官との間で交流が深まったこと

がある。 

5) 持続性 

持続性の確保については、プロジェクト終了後のことを考え、研修事業をカウンターパ

ートの一事業として経済的にも成立させることが必要である。 

 

3-3. 成果発現に貢献した要因 

日本側及び中国側の関係機関の適切な支援を得られたことが、プロジェクトの順調な進

捗に貢献している。また、日本側・中国側のプロジェクトメンバーが定期的にミーティン

グを開催しコミュニケーションが良好であることも、業務の円滑な推進に貢献している。 

 

3-4. 問題点および問題を惹起した要因 

・講師育成の方針に関して詳細計画策定調査での想定とプロジェクト開始後の現状が合致

しない部分があり、一般技術者への技術の普及の手段として提案された「カスケーディン

グ方式」が、現時点においては当初想定のとおりには実現していない。 

・地震後の復興支援案件として迅速なプロジェクト立ち上げが求められたため、詳細計画

策定時に必ずしも十分な調査がなされなかったことから、プロジェクト目標を達成するた

めに必要な「確実な施工」分野に対する取り組みが不足している。 

・教材作成にあたっては、日中双方の原著者に対する著作権の許諾が必要であり、これに

時間を要した場合、活動の進捗に支障をきたす可能性がある。 

・調整員の努力により言語面のコミュニケーションは保たれているものの、現在は中国側

が配置予定の常駐通訳が配置されていないため、業務の円滑な推進のために常駐通訳の配
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置に十分な配慮が必要である。 

 

3-5. 結論 

本邦研修・中国コア研修・一般研修はいずれも計画通りに進捗しており、受講者の反応

も良好で、知識・意識のレベルアップが認められる。受講者の数の面でも、プロジェクト

終了までに双方の想定を達成するペースで進捗している。 

一方、プロジェクト終了後を見据え、カウンターパート機関における「耐震技術を中国

国内の技術者に広く普及させるための体制作り」がプロジェクト後半の課題である。研修

員の質、数という面では日本の耐震技術の「普及」がある程度進んでいるといえるが、体

制として確立するには至っていない。具体的にはカスケーディング方式が現時点では、当

初想定ほど進んでおらず講師育成が不十分、教材作成および規範改訂提案への取り組みに

ついても同様である。さらには、有効性の観点から「確実な施工」分野への投入が必要で

あるし、インパクトおよび持続性の観点からは、現在の一般研修をカウンターパート機関

の一事業として確立できるか、特に財務面を十分検討することも必要である。 

 

3-6. 提言 

日中双方は、今後のプロジェクト実施・運営方針として以下のとおり確認、提言した。 

(1) プロジェクトの目的の再確認 

本プロジェクトは「耐震技術普及のための体制作り」を目的とすることを再確認した。 

(2) 日本側投入重点分野の確認 

これまでの協力において、耐震技術にかかる知識・意識の向上が個人レベルでは進展し

てきたため、今後日本側による協力の中心は、「耐震技術普及のための体制作り」支援の一

環である①講師育成支援、②教材の作成、③関連規程の改訂にかかる提案とする。 

(3) 講師育成の方針について 

講師を育成するための手段としてのカスケーディング方式が一定の成果を挙げつつも、

現時点では当初計画どおり機能していないため、プロジェクト後半において日本側はワー

クショップ等を実施し、講師の能力強化を支援することとした。 

(4)「確実な施工」に係る追加投入について 

プロジェクト目標を達成するためには、施工の品質向上に向けた活動が必要であること

が明らかになり、中国側からの要望が出されたため、日本側は今後プロジェクト活動の一

環として、日本国内関係機関の協力が得られ次第、「確実な施工」をテーマとした本邦研修

および短期専門家の派遣を行う。 

(5) 日本側による国内研修に対する協力について 

国内研修については、当初目的の 4,700 名を達成後も、日本側は全国への普及を目的と

して、原則としてこれまでと同様に実施経費の一部を負担する。 

(6) プロジェクト期間の延長について 

(2)~(5)を踏まえ、プロジェクト期間としてさらに 12 ヶ月の延長が必要である。 
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(7) 持続性を担保する仕組みについて 

プロジェクト成果の持続性を担保する仕組みを検討する必要性がある。 

 

3-7. 教訓 

― 

 

 

 

























































































































































































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	序文
	目次
	写真
	第１章　評価調査の概要
	１－１ 背 景
	１－２ 調査の目的
	１－３ 調査方針
	１－４ アウトプット
	１－５ 協議機関
	１－６ 調査団員
	１－７ 調査日程
	１－８ 協議結果
	１－８－１ プロジェクト実績のレビュー概要
	１－８－２ 中間レビュー調査を踏まえた今後の協力方針
	１－８－３ 今後の協力枠組み


	第２章　評価の方法
	第３章　プロジェクトの実績
	３－１ 投 入
	３－１－１ 日本側投入
	３－１－２ 中国側投入

	３－２ 活動とアウトプット
	３－３ 実施プロセス

	第４章　評価結果
	４－１ 評価５項目による評価結果
	４－２ 貢献要因および阻害要因
	４－３ 結 論

	第５章　提言と教訓
	５－１ 今後のプロジェクト実施・運営方針
	５－２ 提言および教訓
	５－２－１ 建築管理
	５－２－２ 建築行政3
	５－２－３ 耐震設計


	付属資料
	１．評価結果概要表
	２．協議議事録




